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はじめに

札幌市消費生活条例では、市民の消費者としての権利の確立と自立の支援を基本理念

とし、市民が安全で安心できる消費生活を営むことを目的としています。

その目的の実現に向けて、条例では、取引行為の適正化を図るため、「不当な取引行

為」を禁止しており、その「不当な取引行為」に該当する行為の基準を定めることがで

きるとしています。

そこで札幌市では、その基準を「札幌市不当な取引行為に該当する行為の基準を定め

る規則」として定めています。

本書は、当該規則に規定された、「不当な取引行為に該当する行為の基準」について、

その言葉の意味や考え方等を理解していただくため、各条ごとに解説したものです。

条例の目的達成に向けて、本書が広く周知され、取引行為の更なる適正化が図られる

ことを目指します。

凡例

条例 札幌市消費生活条例

規則 札幌市不当な取引行為に該当する行為の基準を定める規則

特定商取引法 特定商取引に関する法律

金融商品販売法 金融商品の販売等に関する法律

電子消費者契約法 電子消費者契約及び電子承諾通知に関する民法の特例に関す

る法律
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